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－荏原の経営基盤－

Foundations for 
Value Creation 

Section

2

⚫ 高い視座で事業全体を俯瞰

した、資源配分・SCM・

意思決定の最適化

⚫ 地域・顧客軸を前提とした、

グローバル視点での事業

運営・戦略実行

⚫ 個別事業の競争力を基盤と

した、収益性・効率性向上に

よる持続的なグループ成長

事業別司令塔機能の強化と
グローバル・インテグレーション

⚫ ERP刷新や人財マネジメント

システムなどグループ共通

基盤の確立

⚫ 市場・製品データ（オペレー

ションデータを含む）の全社

共有によるデータ資産化

⚫ 将来成長を支えるAI・IT・

デジタル基盤への継続投資

共通プラットフォームの構築

⚫ 純粋な本社機能を強化し、

グループ経営を方向づける

ことで、全社全体最適を推進

⚫ 投資規律に基づく投資優先

順位の明確化と機動的な

資源配分

⚫ グループ会社の経営への適

切な関与によるグループ

ガバナンスの高度化

全社をけん引する
コーポレート機能の強化

グループ全体としての企業価値が中長期的に最大化される状態

E-Vision2035の実現に向け、事業の拡大と経営基盤の

強化を両輪で進め、継続的な価値創造を目指します。そ

の中核に据えるのが、E-Plan2028の基本方針1「全体最

適を実現するグループ経営基盤の拡充」です。コーポ

レート機能の強化、共通プラットフォームの構築、グ

ローバルビジネスを俯瞰する事業別司令塔機能の強化

——この3つの観点から施策を推進していきます。

荏原グループの経営資本を各方面から強化するとと

もに、人や組織のつながり、技術やノウハウを総動員

し、それらをかけ合わせることで組織力を高め、企業

価値の最大化を実現してまいります。

全体最適を実現する

グループ経営基盤を

拡充する
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*経済産業省と健康経営会議が主催する健康経営会議優良法人ホワイト500の維持及び健康経営銘柄の認定

関連する
マテリアリティ

提供する
社会・環境価値（2035）

KPI
2025
実績

2028
目標

4
人材の
活躍推進

多様な人財の活躍促進
Global Key Position  
(GKP) を占める
多様性

女性比率 8.0% 11.0％

国籍に関する
多様性指標

—
グローバルカン
パニーとしての
遜色ない水準

安心・安全・
健康な職場環境の推進

グローバルエンゲージメント
サーベイスコア

81 85

健康経営法人の認定（国内）* 認定取得 認定取得

E-Plan2028非財務指標と目標（CHRO所管）

グローバルモビリティの活性化による

適所適財の実現

個人の挑戦を阻む要因を取り除き、

成長を実感できる
環境を整備・構築

キャリアオーナーシップの定着
に向けた風土改革

（主体的に価値を生み出し続ける
姿勢と行動）

ありたい姿を実現するための施策

活き活きと高いエンゲージメントを支える

健康基盤の整備5

人財ポートフォリオの明確化3

人財情報の統合・可視化による適所適財の高度化4

人財戦略と事業戦略の一体化2

キャリアオーナーシップを全社員の共通行動軸とし

て定着させる（増やす、活かす、適切に評価する）1

対処すべき課題

人的資本経営の高度化 グローバル人財管理基盤の整備

E-Plan2028 人事方針

個人と会社が選び合い応え合う関係性による、

相互成長の好循環

E-Vision2035
のありたい姿

人財戦略の全体像

私たちはこれまで、「人的資本経営の高度化」と「グローバル人財マネジメント基盤の

構築」を進める中で、人財データの可視化や適所適財の推進、従業員の安心と安全を支え

る基盤整備に取り組んできました。その結果、エンゲージメントスコアの向上、女性基幹

職比率の増加、男性育児休業取得率100％の達成など、一定の進展が見られています。

一方で、Global Key Position（GKP）における多様性の確保や国内のエンゲージメント

など、「誰がどこでどのように価値を発揮しているか」という人財の活躍の状態を示す指

標については課題が残っています。個々の成長支援や育成の取り組みは進んでいる一方で、

それを実際の活躍につなげるための機会の提供や配置のあり方に、なお改善すべき点があ

ると認識しています。私たちが目指すのは「個人と会社が選び合い応え合う関係性による、

相互成長の好循環」です。従業員一人ひとりが自らの意思で挑戦し続け、その挑戦が新た

な価値を創出する。そして会社は、その価値創出を支える機会と環境を整え、更に成長へ

とつなげていく——この循環を実行していきます。

E-Plan2028では、「人財と事業の成長の好循環」が機能し始めている状態を目指します。

具体的には、事業戦略と連動した人財ポートフォリオを明確にし、個々の強みや志向を

踏まえながら、グループ全体で最適な役割と機会を結びつけていきます。その基盤とし

て、人財データの統合・可視化を支えるマネジメント基盤の整備を進めています。これ

により、個人の経験や専門性、今後発揮し得る価値を組織全体で共有することで、納得

性と透明性のある配置や育成を実現します。

また、今後特に重視していくのが、「挑戦と成長が報われる仕組み」の進化です。挑

戦には、異動や昇格といった役割変化に限らず、日々の業務改善や新たな価値創出、専

門性の深化や技能の継承といった取り組みも含まれます。こうした多様な挑戦を適切に

評価し、次の機会へとつなげていくことで、一人ひとりの成長実感と組織の価値創出を

両立していきます。人事部門は、これらの取り組みを通じて、個人と会社が互いに選び

合い、成長し続ける関係を支え、人的資本経営の実践を後押ししていきます。

執行役 CHRO 兼人事統括部長 大﨑晃裕

一人ひとりの成長を、事業の成長へつなぐ

──人財と事業の好循環で

「全体最適」を追求する

Chief Human Resources Officerからのメッセージ

人財戦略
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（注）2021年以前は、日本発の海外向け「グローバル人材育成プログラム」参加者数を表示。2021年はコロナ禍によりプログラム未実施の
ため除外。

9 
11 

12 
12 

16 
15 

9 6 
11 

14 

23 

25 
17 10 

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2022 2023 2024 2025 2026

グローバル人材プログラム GCDP

累計

190
2023年12月期より
荏原グループグローバルに拡大

GCDP累計派遣人数（人）

グローバル人財を計画的に育成するGCDP（Global Career Development Program）の参加

者は累計190名に達し、グループ各所でキーパーソンとして活躍しています。従来の「グ

ローバルマインド」「異文化理解」を中心としたプログラムから、個人のキャリア志向と部

門ニーズを合致させ、相乗効果を生み出す育成プログラムへと変更しました。マッチングに

より内定者数は例年より減少しましたが、事業戦略に直結した質の高い成長機会を提供する

プログラムへと進化しています。今後も量と質の最適なバランスを追求し、将来のグローバ

ル経営を担う人財の早期育成を強力に推進していきます。

グローバル人財パイプラインの構築と継続的な強化

人的資本経営の高度化

75

78 79 79 78 79
81

85 86

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2028
（目標）

2030
（目標）

エンゲージメントサーベイスコアの推移

2026年は、これらの分析結果を反映し、管理職層の関与強化を軸にPDCAサイクルを一段と高

度化するとともに、組織ごとのボトルネックを特定し、実効性の高い改善活動を推進していき

ます。

2019年より国内外の全従業員を対象としたグローバルエンゲージメントサーベイを実施し

ています。2025年は、グループ全体で91％（昨年比89％）という高い回答率を達成しまし

た。相対的にスコアが低い国内エンゲージメントの向上に重点を置き、全執行役で構成され

る「働き方改革委員会」を中心に、コーポレートとカンパニー人事部門が連携して対象組織

を明確化した上で施策を遂行しました。施策の過程では、従業員意識アンケートによる適時

の軌道修正を行い、本番サーベイ後には検証アンケートで効果測定を行い、結果を全社で共

有することで改善サイクルを回しています。こうした取り組みの結果、エンゲージメントス

コアは2024年の79から2025年は81へと向上しました。特に、サーベイに基づくアクション

に関する項目は6ポイント上昇し、施策の有効性が確認されています。一方、タレントマネ

ジメントやパフォーマンスマネジメントについては、スコアは上昇傾向にあるものの依然と

して課題があり、更なる改善が必要と認識しています。

また、モニタリングデータとサーベイ結果の相関分析を通じて、中間管理職による日常的な

関与や対話の質がエンゲージメント向上に大きく影響することが定量的に確認されました。

グローバルエンゲージメントの向上

E-Plan2028の達成に向けて、荏原グループは全従業員の高いエンゲージメントと主体的な

行動により、「人財と事業の成長の好循環」を実現します。その実現に向けて、「キャリア

オーナーシップ」を全従業員の共通行動原理として定着させ、個人の挑戦を阻む要因を取り

除き、成長を実感できる環境を整備します。事業戦略の遂行に必要なポストと人財要件を明

確化し、グローバルモビリティを確立することで、グループ全体での適所適財を追求します。

これらを支える経営インフラとして、人財データの統合・可視化を進め、客観的なデータに

基づく戦略的人財配置を実践することで、属人的な人財活用からの脱却を図ります。人事部

門は人財データと経営戦略の両面から事業における意思決定を支えます。

また、E-Plan2028の期間において、グローバルエンゲージメントサーベイ（GES）スコア

と人的資本ROIを成果指標として位置付けています。当社グループが目指す人的資本経営は、

「個人の成長」と「事業価値の創出」を同時に実現することです。人的資本ROIのみでは短

期的な効率性に偏り、GESのみでは事業成果とのつながりが見えにくくなるため、両指標を

相互補完的に活用することで、企業と個人がバランスよく、かつ持続的に向上している状態

を可視化し、人的資本経営の質を担保していきます。

E-Plan2028人事方針と重点施策

人財戦略
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従業員一人ひとりが高いエンゲージメントを持ち、主体的に挑戦し続けるためには、心身

の健康が不可欠です。当社グループでは、従業員とその家族のWell-beingを重要な経営テー

マと位置付け、「挑戦と成長を持続的に支える環境づくり」に取り組んでいます。

具体的な取り組みとして、睡眠・生活習慣の質の向上を通じたメンタルヘルス対策やプレ

ゼンティーイズムの解消に加え、若年層からの生活習慣病の予防や女性特有の健康課題への

支援を進めています。健診を受診しやすい環境の整備や家族を含めた健康の維持・向上を通

じて、従業員の健康意識の醸成と自発的な行動変容を促していきます。

推進体制については、当社及び国内グループ会社がそれぞれの固有課題に向き合い、個々の

状況に応じた両立支援（治療と仕事の両立、育児・介護との両立など）を推進します。こうし

た取り組みを通じて、一人ひとりが健康で働き続けられる環境を整備し、その成果としてグ

ループ全体での「健康経営優良法人」の認定を目指すとともに、組織全体の活力と生産性の向

上を実現します。

人財の活躍促進を支える基盤

当社では、E-Plan2028及びE-Vision2035の実現に向け、事業戦略と連動した「グローバル

人財マネジメント基盤」の整備を推進しています。その基盤として、グローバル共通の

Human Capital Managementシステムの構築を進めており、グループ全体の人財情報に加え、

スキル・経験・キャリア志向などを可視化することで、最適な人財の配置や後継者計画、グ

ローバル人財・専門人財の戦略的育成など、データに基づいた人財マネジメントを実践します。

また、事業ポートフォリオの変化やグローバル事業拡大に対応するため、多様な人財が属

性に寄らず能力を最大限発揮できる環境整備を進めています。キャリアオーナーシップを軸

に、社員一人ひとりの主体的な挑戦と成長を支援し、健康・安全・多様性を前提としたエン

ゲージメント向上につなげています。これら一連の取り組みを通じて、人財と事業が相互に

成長する好循環を生み出し、持続的な企業価値向上を実現していきます。

グローバル人財マネジメント基盤の整備

タ
レ
ン
ト
パ
イ
プ
ラ
イ
ン

経営人財
タレントプール

Tier3

Tier1
経営リーダー候補

Tier2

プール人財への選出

（注） は、育成・配置・登用による人財の循環を表現しています。

経営人財タレントパイプライン

通じて、全社を俯瞰できる広い視野と、不確実な局面を切り拓く高い経営能力を育成していき

ます。また、持続的な事業成長を牽引する高度専門人財については、自らの専門性を発揮する

だけではなく、後進の育成も積極的に担う人財パイプライン構築を加速させてまいります。

将来、経営や事業をけん引する人財を育成する

ため、サクセッションプランを軸とした人財輩出

の仕組みを強化しています。この取り組みは、当

社グループ全体で多様な人財を横断的に育成・登

用し、「適所適材」を実現することを目的として

おり、特に経営人財や高度専門人財を計画的に育

成・輩出する仕組みの確立に注力しています。

具体的には、2025年には荏原グループのGKP

を対象としたサクセッションプランを実施しまし

た。今後は、戦略的な育成・配置・登用を通じて、

人財パイプラインの構築を強化していきます。

特に経営リーダー候補については、選抜研修に

加え、複数の事業部門でのマネジメント経験を

経営人財・高度専門人財の育成

*LMS：Learning Management System （従業員の研修や教育を管理・実施するシステム）

2025年に国内社員を対象に実施した「キャリアに関する意識調査」において、「キャリア

オーナーシップを発揮していると実感しているか、あるいはその状態を認識できているか」

という問いに対し、大半が「実感できていない、またはわからない」と回答しました。この

結果は、人事方針の浸透不足に加え、理解を具体的な行動へとつなげる仕組みが十分に整っ

ていないことを示しています。

この課題に対し、まずは人的資本経営やキャリアオーナーシップの考え方を全社員に確実

に届けるべく、動画やLMS*を活用した研修などを通じて、改めて共通認識の徹底を図りま

す。その上で、社員一人ひとりが自律的にキャリアを描き、行動に移していけるよう、キャ

リアマネジメントプログラムの拡充を進めます。

また、社員が自ら機会を選択し、一歩踏み出すことができるよう、GCDPや社内公募制度の

改善に加え、各部署の業務内容や求められる人財像に関する情報発信を強化します。同時に、

評価指標や適正な報酬バランスなどを見直し、挑戦と成長を促す適切な人事システムを構築

します。

対応すべき課題と対応策

人財戦略
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在籍年数（中央値）

年
齢
中
央
値
（
歳
）

キャリア採用による
注力領域

レガシー技術領域

新卒生え抜き技術領域新卒若手技術領域

技術ポートフォリオの4象限マッピング

（在籍年数×年齢中央値×技術保有者人数）

⚫ バブルは、各技術元素を表現しています。

⚫ バブルサイズは、技術保有者人数をイメージしています。

⚫ 例えば、グラフの左下は「人財開発が必要」、右上は「後

継者不足が懸念される」ことを示唆しています。

技術元素表に紐づく人財データを用いた分析を実施し、

技術元素ごとに技術者の人数、在籍年数、年齢の中央値

を算出しました。これらの指標をもとに、各技術を「新

卒若手技術領域」「新卒生え抜き技術領域」「レガシー

技術領域」「キャリア採用による注力領域」の4象限に

マッピングし、可視化を行っています。これにより、荏原

グループの技術者ポートフォリオを俯瞰的に捉え、技術戦

略の策定に活用しています。

技術者ポートフォリオの可視化

次のページでは、青枠を付けた技術の活用事例を紹介しています。

Web参照「荏原グループ技術元素表」

► Web参照「荏原グループ技術元素表」

Ma Ms In Py

Cm Ei Rc Fm Hi BI Eg

Pj Pu Cr St Mm Rc So Tg Po Vt Pl Ce Mh Fr

Pr Pt Ch Sm Mw Fi Pu Ml Cl Ep Oz Eg Md Ca

Qa Ft Mt Am Ea Sm Es Mo Mc Tr Eb Pz Mt Na

Sd Fd De Mn Ds Ca We Ts Am Re Nd Rb Pm Xr

Mt Fl Na Bt Va Ch Ht Cs Mc Pw As Ps Ie

共
通
基
盤
技
術

インフラ
カンパニー

エネルギー
カンパニー

建築・産業カンパニー 精密・電子カンパニー 環境カンパニー

荏原グループ技術元素表

荏原グループでは、技術元素表と人財・組織データを連携させ、データに基づいて技術と組織をデザインすることで、

技術開発やタレントマネジメント、産学連携・M&Aを含む共創活動を最適化し、更なる高みを目指しています。

その実現に向けて、技術・人財・組織の各データを構築システムにより統合的に管理し、技術を起点とした各種の可視

化を進めています。これらの可視化によって過去から現在までの状況を把握し、あるべき姿に向けて技術・経営戦略を高

度化させ、組織全体でデータドリブンな意思決定を実現します。

客観的なデータに基づく判断を支援し、変化の激しい市場環境でも競争優位性を発揮することで、持続的に企業価値を

向上させていきます。

技術力の強化と人財の活用を結びつける戦略

Web参照「荏原グループ技術元素表」

► Web参照「荏原グループ技術元素表」

Webサイトでは、各要素技術の説明と、元素表の技術が活躍する具体的な事例をご紹介しています。

荏原グループ技術元素表 競争力強化に貢献する技術・人財・組織力

特集

https://www.ebara.com/jp-ja/technical-personnel/
https://www.ebara.com/jp-ja/technical-personnel/
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DsMd

荏原環境プラント 石井康平

制御システム」を確立し、実機で122日

間の連続無介入運転という画期的な成

果を達成しました。この確かな技術を

全国の施設へ展開し、インフラ運営の

未来を力強くけん引します。

ごみ焼却施設の安定稼働と労働人口減少を見据えた省力化を

目指し、AIやICTを駆使した「遠隔サポート」の進化に挑んでい

ます。藤沢・羽田の2拠点からリアルタイムで現場を支えるとと

もに、熟練運転員のノウハウをシステム化した「高度自動燃焼

遠隔サポートシステム環境

左：宮坂登志道

右：牧元烈士

荏原電産

国際的なセキュリティ認証

（ISO27001など）も取得し

ており、安全で持続可能な

社会の実現に貢献します。

従来の水利施設の管理は、現地への専用機器の設置や人員配置が

必要で、維持管理の負担が課題でした。これを改善するため、当

社は水管理クラウドサービス「Rurion」を開発し提供を開始しま

した。点在する施設データを集約し、スマートフォンなどで遠隔

監視・操作できるシステムで、管理の省力化を実現します。

Ms水管理システムクラウドサービス「Rurion」インフラ

DsVa

渡邊裕輔

右：
技術・研究開発統括部

左：
荏原エリオット

杉山和彦

ることにより、商用サービスを実

現し、お客様・社会の課題解決に

貢献します。

メーカとして蓄積してきた知見・経験をもとに、振動などのデー

タから異常予兆の検知、異常原因を推定しその解決策を提案する

ことで、石油化学プラントで稼働する回転機械の安定稼働と長期

連続運転のニーズに応えます。お客様のご協力のもとで技術検証

を進め、AIなどのデジタル技術の活用を通じて更なる改良を加え

回転機械故障・性能診断エネルギーVaSo

建築・産業カンパニー 内田拓馬

を使ったアラート通知やモニタリングレポー

ト機能など、お客様の利便性を高めるメ

ニューを揃えています。今後も設備の安定運

用に加え、使用電力の見える化など、新たな

価値創出に取り組みます。

標準ポンプなど当社設備を利用しているお客様とつながることで、

様々な課題を解決するために開発しました。設備の振動、温度、

電流、圧力並びに流量など、様々な運転状態データをIoT技術と

簡便なセンサの組み合わせによって収集し、設備の運転維持・管

理と日常点検にかかる負担軽減を実現しました。また、メール

EBARA

メンテナンスクラウド
建築・産業Tr

精密・電子カンパニー 橋詰仁人

高度に最適化された「並列処理制御」と「リ

アルタイム最適化」というソフトウェア面で

の強みがあります。更にAIによるアルゴリズ

ムの向上にも取り組んでいます。

半導体製造装置においてスループット（時間当たりのウェーハ処

理枚数）の向上は、半導体工場にとっては製造原価の低減であり、

装置メーカにとっては競争力を決定づける最重要指標です。当社

のCMP及びめっき装置が競合他社に対して高いスループットを

維持できる背景には、単なるハードウェアの堅牢さだけでなく、

半導体製造装置
スループットの向上

精密・電子

制御・監視システム関連技術 事業への実装事例

当社グループの技術元素表に体系化された資産の中でも、制御・監視システム関連技術の進化は、各事業が直面する多様な課題を解決し、製品価値を最大化するための要です。本システ

ムは、制御技術、ソフトウェア構築技術、振動技術といった個々の技術元素を、各事業の特性に合わせて高度に複合・連携させることで構築されています。

当社グループでは、“オール荏原”の体制のもと、AIによる製造スループットの向上、振動解析による故障診断、高度な運用制御による省エネ化など、事業ごとのニーズに応じた実装を

推進しています。技術の可視化に基づき最適化された開発体制により、現場の声をダイレクトに反映したソリューションを提供し、製品ライフサイクル全体での価値を最大化します。

成長をけん引する制御・監視システム——オール荏原の技術でDXを実現し企業価値を向上

特集 荏原グループ技術元素表
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関連する
マテリアリティ

提供する
社会・環境価値
（2035）

KPI
2025
実績

2028
目標

1
持続可能な

社会づくりへの
貢献

2
進化する豊かな
生活づくりへの

貢献

ありたい技術ポート
フォリオに向けた
グランドデザイン

保有技術資産の可視化、
技術ポートフォリオ作成

⚫知財プロアクティブ起点の戦略プロセス確立
⚫技術戦略に基づく研究開発資源最適配分

AI活用と技術ノウハウ
の無形資産化（デジタ
ル化）推進

デジタル化されたノウハ
ウ数及びエキスパート
エージェント数

ノウハウ数：2
エージェント数：0

ノウハウ数：4以上
エージェント数：6以上

サイバーラボの構築 ― 社内PoC 本番環境の構築

Global Lighthouse認定
指標に基づく評価項目
のレベル向上

先進性の高いユース
ケースの導入件数

0件 1件

研究開発・知財に関する指標と目標

技術面での全体最適の追求と新たな価値の創造

知財プロアクティブ活動による
戦略提言

⚫ 知財・技術情報に基づく分析を事業戦略、研究開発戦略策定時に
適時・的確に提供する

技術ポートフォリオの整理と
グランドデザイン作成

⚫ 保有する無形技術資産の可視化
⚫ 2035年にありたい事業ポートフォリオに向けたグランドデザイン作成

技術・研究開発・知財・生産革新・
品質保証を貫く活動による
事業成長への貢献

⚫ 各事業部門の抱える支援ニーズの取り込み
⚫ 対面市場、重要技術分野別ロードマップの見直し
⚫ AIを活用した「暗黙知の形式知化」とナレッジ共有の推進
⚫ 研究開発成果の事業での活用支援
⚫ 全社的な生産革新・品質保証活動の深化と指標による管理
⚫ 試作の迅速化などの事業部門の製造技術課題の解決支援
⚫ 品質、IE（Industrial Engineering）、ものづくり人材の育成

新規事業探索と育成

⚫ 戦略シナリオ策定とアクションプランの設定
⚫ マーケティング視点・ビジネス視点での社内外連携強化
⚫ 新規事業プロジェクトへの支援力強化
⚫ 新事業に関わる知財クリアランス強化

研究基盤強化

⚫ AI活用基盤の更なる充実と徹底活用
⚫ 微細加工技術領域の技術及び人材の獲得・強化・育成
⚫ 技術・組織力MAPの整備と活用の高度化
⚫ 長期的人材育成の視点に立った人材ローテーション

投資対成果の検証

知財ROICの活用 ⚫ 知財活動の事業収益への貢献度とその効率の向上

生産革新ROICの浸透 ⚫ 生産革新活動のROICへの貢献度をモニタリング

戦略の柱と重点施策

知財・技術分析で経営判断を支え、保有技術の可視化と

社内外の共創促進を通じて革新的な価値を継続的に社会実装

E-Vision2035
のありたい姿

研究開発・知財戦略の全体像

当社グループはE-Vision2035で「事業の総和を超えた企業価値の創造」を掲げていま

す。これを知財・技術の面で支えるために、社会と当社グループの持続的発展を支える

開発テーマが継続的に抽出され、常に複数のイノベーションの種が育っていること、そ

して知財・技術がグループ全体のシナジーを最大化するハブ機能を担い、研究開発成果

を事業に実装し続けること——これをCTO組織のありたい姿として描いています。

E-Plan2025では、中長期研究開発テーマの抽出や知財活動と事業戦略策定の連動を仕

組み化し、定着させました。また、熟練技術者の暗黙知の形式知化については「EBARA

開発ナビ」のリリースをはじめとして堅調に進み、CPS推進組織の組成によりサイバー

空間を活用したデジタルツインやAIエージェントの構築が進展しました。

これらを踏まえ、E-Plan2028では技術の横展開による事業間シナジーの創出を強化し

ます。例えば「持続可能型半導体工場像」を描き、必要とされる技術や製品は何かとい

う構想のもと、グループ全体を見渡して、各事業の保有技術の強化や新規技術の獲得を

図ります。

また、2026年の組織改編でCTOのもとで研究開発から生産・品質保証まで一貫して推進

する体制を構築しました。グローバル共通基準の生産革新・品質保証活動を展開し、現

場課題を研究開発や設計へ直結させる好循環を生み出します。定着が進む生産革新

ROICや知財ROICも最適化を図りつつ、投資対効果の測定に活用していきます。

こうした取り組みを支える技術人材・ものづくり人材の育成も欠かせません。実務

ローテーションや部門横断プロジェクトを通じた育成の仕組みを確立するとともに、形

式知化によるノウハウ伝承や、社内外との共創の場となる「サイバーラボ」を通じたナ

レッジの拡張も進めていきます。E-Plan2028でつくるこうした仕組みのもと、経験を積

んだ人材こそが、10年後のありたい姿を実現する原動力になると確信しています。

執行役 CTO 三好敬久

グループの技術・知財を束ねるハブとして、

事業を超えた価値創造をリードする

Chief Technology Officerからのメッセージ

研究開発・知財・品質保証戦略
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分解要素 事業への影響 因果要因 関連する知的財産活動や要素

利益（率）
増加

自社事業安定
（主に既存事業）

❶差別化による競争優位
特許など出願権利化、
知財戦略など

❷
知財リスク低減による
安定化

特許クリアランス、契約、
他社牽制など

❸戦略・ブランド力向上
商標、ブランディング、
知財戦略など

自社事業拡大
（主に新規事業）

❹
分析・提言などによる
事業化促進

知財プロアクティブ活動、
ライセンスインなど

投下資本の
回転率向上

同資金における
利益率・作業効率

の向上

❺知財費用の断捨離 維持管理、権利化中断

❻
スキル等による効率、
質の向上

知財教育、社外研修等受講など

❼
知財インフラ整備
による質、効率向上

システム、ポリシー、
マニュアル、ツールなど

❽
ライセンス等による
回収

ライセンスアウト、
権利譲渡など

知的財産活動による成果

知的財産活動

知的財産活動

投資（知財費用＋工数）

知的財産活動による成果

投資（知財費用＋工数）

知財ROIC：

知財ROICと活動成果の数値化

知財ROICツリーを用いて、知財活動と、事業利益の増加や回転率向上との関係を整理

し、因果要因別に知財活動成果を数値化しています。2025年は、知財プロアクティブ活

動の進展により「分析・提言など」が伸びました。「知財費用の断捨離」は2024年の大

規模な棚卸後であり、従前並みに戻っています。「差別化による競争優位」「知財リス

ク低減」が低下しています。特許の新規登録数の減少が主たる要因ですが、登録率は低

下していないため、過去の出願数の変動の影響と考えられます。

知財ROICによる知的財産活動成果のモニタリング

生産革新ROIC
固定資産 ＋ 運転資本＝

税引後営業利益

生産革新ROIC改善効果（pt）＝ 改善後生産革新ROIC － 改善前生産革新ROIC

生産革新ROICの定義

生産革新ROICは活動の指針として機能し、在庫削減や製造原価率低減に対する従業員

の意識向上に寄与してきました。こうした取り組みの結果、生産革新ROICは全社とし

て2024年に約0.5pt、2025年に約0.4pt改善しました。今後も生産革新ROICを活用し、

生産性向上による事業価値の創出を図っていきます。

当社は「リードタイム短縮、在庫削減、生産性向上」を目標に、生産革新活動に取り

組んでいます。活動成果による効果金額に加え、グローバル共通の定量的評価指標とし

てグループ各社や事業所の「生産革新ROIC」を算出しています。 2022年の導入以来、

生産革新ROICによる生産革新活動成果のモニタリング

投資対成果の検証

経営会議

研究開発委員会

技術・研究開発
統括部

生産プロセス革新・
品質保証統括部

技術経営戦略
統括部

CTOオフィス

技術検討分科会

ビジネス検討分科会

コーポレート研究開発戦略委員会

提案／助言

支援

提案／助言

各事業戦略
技術・知財分析データ

提言書

• 萌芽研究
• 基礎研究

• 各事業計画から導かれる研究開発テーマ
• 次世代生産関連技術

精密・電子 エネルギー 建築・産業 インフラ 環境 新事業

• CIO管下DSTユニット
• 新規事業開発統括部
• CP水素事業統括部

CTO管下外の
コーポレート部門

申請

CTO管下

事業部門

申請申請申請申請

承認承認
上申

事業とアジャイルに連携する技術・研究開発計画決定プロセス

当社グループの各事業を支える技術には多くの共通点があります。これらを基盤技術と

して蓄積するため、主要分野の研究ロードマップを策定・更新し、計画的な研究実施を通

じて事業成長を適時支えています。また、2026年より、生産革新・品質保証の両部門を

CTO傘下へ統合しました。製品品質は開発・設計・生産という一連のプロセスで作り込ま

れるものですが、従来、開発・設計プロセスと生産プロセスは「図面」の受け渡しを境に

分断され、プロセス全体の可視化が十分ではありませんでした。CTO管下への統合により、

研究開発から生産・品質保証までを一貫した戦略のもとでシームレスに推進し、全体最適

と投資対効果の向上を図ります。また、品質問題が生じた際に、生産現場から上流の開

発・設計プロセスへ、課題を迅速にフィードバックする仕組みも強化していきます。

荏原のものづくりプロセスを通じた「全体最適」の追求

Web参照「研究開発」

► Web参照「研究開発」研究開発・知財・品質保証戦略

https://www.ebara.com/jp-ja/technology/rd/
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「荏原グローバルクオリティ」に基づき、品質ガバナンス体制を構築し、CEOを最高責任

者とした体制のもと、監査委員・執行役・RMPに対して定期的に報告を行っています。各

拠点では、ISO9001（品質マネジメントシステム）認証を取得しており、2025年まで100%

の取得率を維持しています。

全社の品質保証活動を推進すべく、各製造拠点における品質基準の達成目標を定め、実地

調査（EGQサーベイ）でその改善状況をモニタリングしています。また、活動の成果を定量

的に表す指標として「品質コスト（COQ：Cost of Quality）」を導入し、各カンパニーの業

績に関連付けて評価しています。これらの取り組みにより、各カンパニーにおける品質保証

の業務レベルは、年々向上しています。

グローバルトップレベルの「品質経営」を目指して、コーポレート品質保証部門が品質経

営方針（法令遵守、サプライヤー管理を含む）を掲げ、各カンパニーの中期経営計画から

バックキャストして設定した品質目標、及びロードマップの実現に貢献していきます。

全社品質ガバナンス体制の構築、品質経営の実現

• 競合出願などのモニタリング
• 関連技術のモニタリング
• 新規技術開発における個別の
クリアランス調査

• 知財プロアクティブ活動

個別リスクの把握と特定 低リスクでの
実施可能性確保

自社知財
ポートフォリオの構築に
よる自社実施自由度の確保

PLSに基づく権利化に
より他社権利行使を抑制

事業における
競争力を

中長期的に維持

回避、無効化、ライセンス
などによる個別権利のリスク
低減対応

自社事業に影響を
与える権利を他社が
取得するのを抑制する

他者権利による
自社事業への

負の影響を抑制する

知財ROICと活動成果の数値化

知的財産のリスク管理では、他者権利による事業への影響抑制を重視しています。特許出願

動向のモニタリングやクリアランス調査を通じてリスクを早期に把握し、回避・無効化・ライ

センスにより低減するとともに、自社実施技術を軸とした知財ポートフォリオや競合を意識し

た権利化（PLS）により、被権利行使を抑止しています。さらに、クロスボーダーな特許

侵害リスクにも対応するため、各国専門家と連携し、知財戦略を継続的に見直しています。

知財リスクの管理

競争力の維持に向けたリスク管理

知財部門は、研究開発部門の特許出願支援にとどまらず、知財プロアクティブ活動を

通じて事業戦略や研究開発戦略といった経営の最上流を支援する部門として位置付けて

います。今期から新設した技術経営戦略統括部が司令塔となり、知財・技術人材・形式

知などの重要な無形資産を最大限に活用し、「技術経営（MOT）」を推進していきます。

新規事業の探索・育成においては、メガトレンドに基づく研究テーマ抽出を継続する

とともに、社内外連携や知財クリアランスの強化を通じて、グループ内で行われる新規

事業開発活動、及び事業化プロセス全体を支援していきます。

新規事業探索・育成への貢献

Web参照「技術伝承と知の循環を実現する「EBARA 開発ナビ」を本格始動」（2026年1月22日ニュースリリース）

► Web参照「技術伝承と知の循環を実現する「EBARA 開発ナビ」を本格始動」（2026年1月22日ニュースリリース）

対面市場・重要技術分野別ロードマップの見直しと研究開発成果の事業活用支援を進め

ます。あわせて、各事業部門のニーズを起点に、開発部品の迅速試作や製造技術課題の

解決支援、暗黙知の形式知化に取り組みます。「One EBARA Factory」の実現に向けた

全社的な生産革新・品質保証活動や専門人材の育成を通じて、現場力を底上げします。

AIを活用した「暗黙知の形式知化」の推進

熟達技術者の経験やノウハウといった暗黙知を形式知化し、設計・開発の実務に直結

させる「EBARA開発ナビ」の展開を進めています。本システムは、デジタルツインの概

念に知識空間を接続したデジタルトリプレット（D3）に基づき、知識を蓄積・共有し、

利用するほど進化する「知の循環」を実現する仕組みです。具体的には、開発・設計業

務の中で熟達技術者が行ってきた複雑な判断ロジックを紐解き、その根拠を熟達技術者

の知見ともに体系的に整理してナビゲーションツールとして若年技術者に提示します。

これにより、検討漏れや手戻りの防止と技術者育成の加速が期待できますが、その前提

となる「形式知化」作業には多大な手間がかかるため、重要さは認識されていながらも

なかなか進まないという現実がありました。

そこで2026年からは、独自に開発したAIエージェントを活用して形式知化の対象を全

社の業務プロセスへと拡大する「知識駆動型DXプロジェクト」を始動。対象業務の効

率2倍以上を目指していきます。

技術・研究開発・知財活動による事業成長への貢献

事業成長への貢献

研究開発・知財・品質保証戦略

https://www.ebara.com/jp-ja/newsroom/2026/20260122-02/
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*5. SOA：Statement of Applicability（ISO/IEC 27001規格に基づき、当社が実施する情報セキュリティ対策を一覧化し、適切に選定・実
施されていることを示す「適用宣言書」）

*6. 米国のセキュリティ非営利団体であるCISが、企業がサイバーセキュリティ対策として取り組むべきことをまとめたフレームワーク
*7. IG：Implementation Group（企業の規模やリスクに合わせて対策の優先度を3段階で定めたガイドライン）

関連する
マテリアリティ

提供する
社会・環境価値（2035）

KPI
2025
実績

2028
目標

1
持続可能な

社会づくりへの貢献

2
進化する豊かな
生活づくりへの

貢献

4
人材の活躍推進

全社ERPプロジェクト展開 ERP稼働拠点数 22拠点 41拠点

情報セキュリティ強化
米国NIST、CIS準拠

ISO27001準拠対応
⚫ 全拠点へSOA*5の提示とモ
ニタリングの継続実施

⚫ CIS Controls*6 IG2*7適用
後のモニタリング実施

100% 100%

DXに関する指標と目標

攻めのDX

1. AIを活用したDX
⚫ 業務効率化・新たな価値創造のための生成AIの活用AI画像解析の応用
⚫ 生成AIを活用したクリエイティブ施策によるコミュニケーション革新

2. 3Dデジタル技術・XR技術を
活用したDX

⚫ 設計と生産の革新を起こすデジタルツイン・デジタルトリプレット
⚫ フィジカルとバーチャルの融合という新たな体験価値提供による顧客
基盤の拡充

3. データを利活用したDX
⚫ 人的資本経営に向けたデータの利活用
⚫ IoT、データマイニングの推進による付加価値の創造
⚫ データサイエンス活用による業務プロセスの自動化と意思決定の最適化

守りのDX

1. グローバル経営情報の見える化
⚫ グローバル経営レベルでのPDCAサイクルの実現
⚫ 経営情報の一元化と透明性の向上
⚫ グループ内のKPIの容易な比較

2. グループの
グローバル業務標準化

⚫ 適材適所で人材活用
⚫ グループ内のベストプラクティスの迅速な展開
⚫ シェアードサービスセンター･BPOへの容易な移行

3. 柔軟性／汎用性／拡張性のある
情報システム

⚫ 外部のベストプラクティスを容易に導入
⚫ 事業の急激な変化やM&Aに迅速に対応
⚫ 新たな仕組みの開発･運営コストの大幅削減

戦略の柱と重点施策

強固なグローバルIT基盤とデータドリブン経営を礎に、

先端技術で新たな価値を創出し、企業価値を飛躍させる

E-Vision2035
のありたい姿

DX戦略の全体像

*1. CRM：Customer Relationship Management（顧客情報・対応履歴を一元管理する仕組み）
*2. PLM：Product Lifecycle Management（製品に関わる情報をライフサイクル全体で管理する仕組み）
*3. MES：Manufacturing Execution System（製造現場の進捗・品質を管理する仕組み）
*4. PSIRT：Product Security Incident Response Team（自社が開発・製造・販売する製品やサービスのセキュリティを守る専門チーム）

持続可能な社会の実現に不可欠な「グローバルエクセレントカンパニー」を目指す上で、

全体最適を追求するグローバル経営基盤の高度化は必須です。この目標達成において、

グループガバナンスの強化、サプライチェーンの強靭化、そしてERPの導入といった取り

組みを進めるためには、デジタル部門の果たす役割は極めて重要となります。

我々は2019年以降、グローバル経営基盤の高度化を最重要テーマに掲げ、集中的に取り

組んできました。現在、ERPシステムの導入済拠点は国内外で25を超え、導入中の5拠点

を加えると30拠点に達します。この結果、2027年1月までには、連結売上の過半数を占め

るグループ会社にERPシステムが導入される見込みです。さらにERPに加え、CRM*1、

PLM*2、MES*3といった各システムについても、標準化されたシステムを各カンパニー

と連携しながら、日本国内のみならず、海外のグループ会社へも積極的に展開して

います。

グループガバナンス強化の一環として、当社は長年にわたりサイバーセキュリティ強化

にも取り組んでいます。特に、2026年に欧州でサイバーレジリエンス法が本格的に施行

されることに伴い、デジタル部門だけでなく、品質保証部門や各カンパニーの担当者と

も連携し、法対応を進めています。この対応をさらに強化するため、2025年にはCIO配下

にPSIRT*4を設立し、欧州で展開する製品及び生産拠点におけるサイバーセキュリティ体

制の強化を図っています。また、当社はサイバーセキュリティへの取り組みと情報発信が

認められ、「サイバーインデックス企業調査2025」（2026年1月、日本IT団体連盟実施）

において優良企業として選出されました。これは、数年来にわたるメンバーの着実な努

力が、ようやく外部評価という形で実を結んだ成果です。この結果に満足することなく、

継続してサイバーセキュリティ対策を強化してまいります。

執行役 CIO 小和瀬浩之

グローバル経営基盤の高度化と

グループガバナンスの進化を

デジタルでけん引する

Chief Information Officerからのメッセージ

DX戦略
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*AI を活用して幅広い領域をカバーするデジタルツインをベースとしたナレッジデータベース

日本のものづくりが直面する技能の属人化、知識の分断、再現性の欠如といった構造課

題に対し、独自のアプローチで変革を進めています。「EBARA-D3 」は、デジタルトリ

プレット（D3）の概念に基づく、日本のものづくりに最適化された人間中心のDXプロジェ

クトです。D3とは、デジタルツインを更に発展させ、現実世界・デジタル世界・知識基盤

の三層を連動させることで継続的な学習と進化を可能にする考え方です。本プロジェクト

では、現場に蓄積された知識・技（技術・技能）を体系化し、次世代へ継承可能な製造基

盤として再構築することを目指しています。

この中核を担うBeyondverse *は、製品・工程・設備・人の動きといったあらゆる製造

情報を3D世界に統合し、「デジタル（仮想）」と「フィジカル（現場）」をシームレス

につなぐ基盤です。設計から製造、保全、改善に至るまでのプロセスを一体として可視

化・分析し、現場で発生する事象や判断をデータとして蓄積・活用することで、分断され

ていた情報を統合し、意思決定の高度化と迅速化を実現します。

さらに、デジタル世界での分析・シミュレーションと現実へのフィードバックを循環さ

せることで、「デジタル」と「フィジカル」が相互に進化し続ける構造を構築しています。

これは、変革を主語としデジタルを手段とする人間中心DXの思想に基づき、単なる効率

化にとどまらない、現場と技術が共に進化する新たなものづくりのあり方を示すものです。

品質・コスト・納期に加え、安全・リスク・学習といった指標と連動した変革モデルの確

立により、持続的成長を支える経営基盤を構築します。EBARA-D3 は、荏原のものづく

りそのものを再定義するとともに、日本発の製造変革モデルとして産業全体への展開を見

据えています。

デジタルトリプレットに基づく製造DX推進

あわせて、Google GeminiやNotebookLM、Microsoft Copilot、GitHubなどの生成AI

を活用し、グローバルでの業務効率化を推進しています。2025年に内製開発した「EBARA 

AI Communityサイト」でのプロンプトや事例の共有、AIガイドラインのアップデート

や各種勉強会、生成AIコンペ開催、AI活用に関する役員インタビューを通し、全社での

活用を積極的に促進しています。さらに、Generative AI Japanや機械システム振興協

会のフォーラムへの参画、各種講演への登壇など、外部発信を通じて社外連携にも精

力的に取り組んでいます。

生成AI活用を「攻めのDX」を支える重要戦略と位置付け、2023年にプロジェクトを

開始し、2024年1月から全社プロジェクト化しました。社内データやナレッジを安全かつ

多言語で活用できる環境として、権限管理を備えた「EBARA AI Chat」を内製開発し、2024

年に国内全社へ展開するとともに、全社問い合わせ基盤も統合しました。さらに2025年に

は同機能を別アプリケーションから利用可能とするAPI（Application Programming 

Interface）を内製開発し、EBARA AI ChatにAIエージェント機能を実装しました。これによ

り、コア業務のフローへの組み込みを進めるとともに、クリエイティブ領域への活用にも取

り組んでいます。

生成AIの全社活用

攻めのDX

取締役会 経営会議

「全体最適」を通じた
持続的価値創造

三位一体の
DX推進体制

連携

連携

各カンパニー

CIO（攻めと守りのDX）

CTOオフィス

データドリブン経営の実践に向けた

経営

事業
IT

製品開発・販売・サービス実行

技術・データ基盤整備

意思決定・投資判断 連携

グループ全体の経営戦略に基づき、IT戦略と各カンパニーの調和を実現し、IT組織運営

のグローバル化を更に加速させ、IT投資やコストの最適化を図ります。

経営・事業・IT部門の三位一体のDX推進体制

DX戦略



1.85
0.

3

12.5 12.5

8.0 8.08.0

1.85

1.0

1.0

1.0

0.

3

ナビゲーション H 21×W 7.6〈フォーマット：H 21.6×W 37.9〉本文A4サイズ  H 21×W 29.7 + ナビゲーション H 21×W 7.6（塗り足し0.3）

塗足3㎜

0.3

H

1.1

1.4

H

1.3

16.3

0.3

0.9

EBARA GROUP INTEGRATED REPORT 2026Section 

59

2 Foundations for Value Creation 

ESGデータ集

株主・投資家情報

E-Vision2035 / E-Plan2028（2026年2月13日公表）

PICK UP

INDEX

Essential EBARA. Everywhere.

－荏原のありたい姿への道筋－

Section

1

Foundations for Value Creation  

－荏原の経営基盤－

Section

2

Governance to Value  

－荏原のガバナンス－

Section

3

Data

イントロダクション

社長メッセージ

長期ビジョン E-Vision2035

中期経営計画 E-Plan2028

CFOメッセージ

荏原グループ技術元素表

ガバナンス対談「Governance to Value」の実践
監督と執行の両輪で進化するガバナンス

ESGデータ集

ESGデータ集

株主・投資家情報

株主・投資家情報

E-Vision2035 / E-Plan2028（2026年2月13日公表）

E-Vision2035 / E-Plan2028
（2026年2月13日公表）

*CSIRT：Computer Security Incident Response Team

企業を狙ったサイバー攻撃が常態化する中、当社グループではサプライチェーン全体で求

められるセキュリティ対応を重視し、対策を強化しています。市場からの信頼を確保するた

め、国際的に認知された規格・フレームワークへの準拠を重要施策と位置付け、情報セキュ

リティではISO27001、サイバーセキュリティではCIS Controlsへの対応を推進しています。

あわせて、グローバルでのセキュリティガバナンス強化を目的に、海外グループ会社を

含むGlobal CSIRT*体制を構築し、継続的な運用・改善を行っています。ISO27001について

は、2024年までにPDCAサイクルを確立し、2026年1月からは最新版での運用を開始してい

ます。CIS Controlsにおいても、IG1・IG2の運用を開始しており、継続的にモニタリングを

実施し、適切に維持・管理しています。

荏原グループのサイバーセキュリティ強化

*WalkMeはWalkMe Ltd.の登録商標または商標です。

Web参照WalkMe株式会社プレスリリース（2026年3月16日／PR TIMES）

► Web参照 WalkMe株式会社プレスリリース（2026年3月16日／PR TIMES）

業務アプリケーションのパッケージ化が進む中、マニュアルレスでの操作を可能とする

デジタルアダプションツール「WalkMe*」を導入しています。現在、52システム（2025

年12月末時点）で稼働しており、順次拡大しています。利用促進と定着化により、問い合わ

せ削減による省力化や、利用状況の可視化を通じた運用効率化を実現しています。活動実績

が世界的に高く評価され、デジタルアダプション分野のグローバルアワードである

「WalkMe Realizer Awards 2026」において、日本企業として初めて「Transformational 

Business Impact部門」のファイナリストに選出されました。

デジタルアダプションツールの活用によるシステムの利用促進

*Salesforceは、Salesforce, Inc.の登録商標または商標です。

グローバル市場への進出を加速するため、CRM（顧客関係管理）領域の強化にも取り組

んでいます。Salesforce*を全社の受注フロントシステムとして導入し、営業情報を一元管

理するとともに、ERPシステムのグローバル展開に合わせ、世界中で統一された営業プロ

セスの確立を目指しています。さらに、BIツールとERPデータを連携させ、経営情報を可

視化。CRMを受注管理からアフターサービスまで拡大し、顧客体験価値（CX）を向上さ

せていきます。

CRM領域のグローバル展開

グローバルなデジタルインフラ基盤としてERP（企業資源計画）システムを全グループ

に導入しています。すでにグローバル19か国、25拠点に導入済みです（2026年4月現在）。

このERPシステムの導入に伴い、BIツールの活用によって経営情報の一元管理と可視化

を実現しています。引き続き、世界中の荏原グループ会社への展開と導入を進めていきます。

ERPシステム導入——グローバルで経営資源を見える化へ

守りのDX

当社グループは、データ資産を企業価値へと転換すべく、グループ横断のデータマネジメン

ト体制を強化しています。2024年よりデータ仮想化基盤を導入し、各部門に散在（サイロ

化）していたデータを、物理的移動を伴わずに参照できる環境を整備。ガバナンスと利便性

を両立した共通ワークフローの運用を、各カンパニーで段階的に開始しました。

実行力を最大化させるため、2025年8月にデータ基盤機能を、2026年1月にはBIチームを

順次DMO（データマネジメントオフィス）へ集約しました。これにより「規程・基盤・

活用」のワンストップ体制を確立し、現場ニーズへの即応と意思決定の迅速化を実現して

います。

今後は、国内グループ会社への展開を順次進めるとともに、AIが真価を発揮するために

不可欠な「高品質かつ網羅的なデータ」を供給する「AI-Ready」な情報インフラへと進化

させます。製造現場の予兆検知や経営判断の高度化を加速し、圧倒的な競争優位性を構築

していきます。

データドリブン経営を支えるデータ利活用基盤の構築と組織一元化

最先端のXR技術を駆使した製品の3DCG化により、製品・ソリューションの直感的な価値

理解を可能にするデジタル接点を構築しています。このアセットを、営業現場だけでなく、

社員やパートナー企業向けの高度なシミュレーショントレーニングへ活用拡大することで、

組織全体の専門知を底上げし、提供サービスの品質と信頼性向上を目指します。

また、あらゆるタッチポイントで一貫したブランド体験を創出し、顧客との情緒的・

機能的なつながりを深化させることで、強固な顧客基盤を構築し、中長期的な収益力と

企業価値の向上を実現していきます。

プロモーションDX

DX戦略

（注）本資料に記載されている会社名、製品名、サービス名等は、各社の商標または登録商標です。

https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000081.000048459.html
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関連する
マテリアリティ

提供する
社会・環境価値（2035）

KPI
2025
実績

2028
目標

3
環境マネジメント

の徹底

事業活動に伴う
環境負担の最小化

水使用原単位
0.106ML/億円
（売上収益）

継続的な改善

国内における廃棄物の
再資源化率

95.1% 95％以上の維持

4
人材の活躍推進

安心・安全・
健康な職場環境の推進

死亡事故・重大災害ゼロ 0件 0件

E-Plan2028 非財務指標と目標（CRO所管）

*1. IMP：Incident Management Plan（インシデント対応計画）
*2. BCP：Business Continuity Plan（非常時における事業継続計画）

Proactiveなリスクマネジメントの実践

1. 新興リスクへの対応

⚫ 地政学リスクや生成AIリスクへの対応
⚫ シナリオ分析
⚫ 社会的要請への感度向上

2. EHSの推進

⚫ EHS推進ロードマップ、アクションプランの策定
⚫ EHS統合マネジメント体制の構築
⚫ グローバルEHS基本ルール（基準）の策定と浸透
⚫ マネジメントシステム認証の再構築

3. リスク対応の高度化

⚫ リスク目録・リスクアセスメントの見直し
⚫ クライシスタイプに応じたIMP*1の充実
⚫ オールハザード型BCP*2への転換
⚫ グローバル保険導入

4. 遵法体制の更なる強化

⚫ 荏原らしさと行動基準の価値観共有
⚫ カルテル・談合防止、腐敗防止
⚫ 安全保障貿易管理
⚫ 内部通報制度

5. リスクマネジメント組織体制
の強化

⚫ リスクマネジメントパネル（RMP）とリスクマネジメント委員会
（RMC）の協働

⚫ CROオフィスの機能高度化、グループCRO連絡会の活用
⚫ カンパニーリスク管理体制の強化

戦略の柱と重点施策

経営環境の変化や法令改正などへの対応・

内部統制システムの向上を通じたレジリエントな経営基盤

E-Vision2035
のありたい姿

リスクマネジメントの全体像

E-Plan2025を通じて、各カンパニーやグループ会社で個別に行われてきたリスク管理

活動を、CROのもとRO（Risk Officer）を介して統合的に推進する体制を構築しました。

CxO機能の強化により他部門のリスク情報がCROにも連携される仕組みが整い、グルー

プCRO連絡会を通じて各種課題にグローバルな方針を示せるようになりました。一方、

リスクの複雑化に伴うCROオフィスの機能高度化や、CxO間の更なる連携が重要となっ

ています。

これらを踏まえ、E-Plan2028では「全体最適」の実現に向け、経営の意思決定に不可

欠なリスクマネジメントの高度化を進めます。規程やルールの形骸化を定常的に防止す

る仕組みを再構築するとともに、地政学・地経学リスクに対応する経済安全保障面での

管理アプローチを確立します。あわせて、「人の命と健康と生活を守る」という共通目

的のもとEHS（環境・労働安全衛生）を統合的にマネジメントする体制を構築し、経営

資源の効率的活用と事業継続リスクの低減を図ります。なお、TNFD提言に基づく評価

では自然関連リスクは現時点で限定的と認識しており、今後も各拠点の環境負荷低減と

地域の自然との共生を推進します。

コンプライアンスについては、2025年に発生した複数事案への反省を踏まえ、事業全

体の法令遵守を再点検する必要があると認識しています。グループ拡大や外部環境の変

化への適合が求められる中で、内部統制システムを向上し全社で遵守すべき規範を示す

とともに、従業員一人ひとりがこれに従って業務を行っていく組織づくりや、リスクの

早期発見・早期対応に注力してまいります。

2025年は3年に一度の全社リスクアセスメントの実施年でした。改めて外部・内部環境

を見つめ直す中で、変化の激しい時代に対応するには、よりスピーディーな現状把握が不

可欠であると再認識しました。今後はアセスメントを年次化し、常に最新のリスクを経営

に反映させることで経営基盤を強化し、継続的な価値創造を実現していきます。

執行役 CRO 中山亨

共通基盤をグローバルに強化し、

全体最適の意思決定を支える

リスクマネジメントへ

Chief Risk Officerからのメッセージ

リスクマネジメント
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Web参照「第161期有価証券報告書（第２【事業の状況】３【事業等のリスク】）」

► Web参照「第161期有価証券報告書（第２【事業の状況】３【事業等のリスク】）」

Web参照「リスクマネジメント」

► Web参照「リスクマネジメント」

► P65（サプライヤとの価値共創）

(1) 国際情勢・地政学上のリスクへの対応

政治情勢や国際関係の変化に関する戦略的情報の収集・活用体制の未確立が事業に悪

影響を及ぼす恐れに加え、国際社会の調停力が弱まる中での地域的対立の増加が、世界

各地に展開する当社グループ拠点の安全に影響を及ぼす可能性があります。

これに対し、経済安全保障の観点を踏まえ、専門的な知見に基づく分析及び事業への

影響評価を可能とする体制を構築していきます。あわせて、複数の地政学シナリオに基

づいた有事のリスクシナリオ策定と安全確保策の整備を徹底することにより、不透明な

情勢下においても迅速かつ的確な意思決定を行い、グローバルな経営基盤の安定化に努

めます。

(2) サプライチェーンリスクへの対応

保護主義の高まりや地域紛争による市場アクセスの制限、サプライチェーンの分断・

不安定化に加え、サプライヤの事業承継リスクや人権問題への配慮不足による供給不安

を重大なリスクと捉えています。

こうしたリスクへの対応として、サプライヤの地政学的分散や多重化を戦略的に実施

し、中長期的に強靭な供給網の構築を進めています。また、人権デュー・ディリジェン

スへの対応強化と社内教育の充実を図り、バリューチェーン全体での社会的責任を果た

します。予測困難な環境変化に迅速に適応できる体制を整えることで、製品供給の安定

化を図っていきます。

(3) コンプライアンスリスクへの対応

遵法意識の希薄化による重大な法令違反が、経済的損失や社会的評価の低下、受注機

会の逸失を招くリスクを重大視しています。こうしたリスクを未然に防ぐため、グルー

プに影響を与える法令の主管部門を明確にし、法令変更などの予兆段階からの把握と影

響調査及び早期対応を開始し、特に中小受託取引適正化法（旧下請法）等においては、そ

の遵守に向けたモニタリングを強化しています。

また、適切な指導・監督が行える組織の適正化、安心して報告・相談ができる「心理

的安全性の高い」組織文化の醸成を推進しています。コンプライアンスを経営の根幹に

据えることで、社会との信頼の絆を揺るぎないものにします。

主なリスクへの対応

起こりうる可能性

大中小

大

中

小

影
響
度

国際情勢・地政学上のリスク

市況などの変化リスク

サイバーセキュリティリスク

人材リスク

サプライチェーンリスク

気候変動・自然災害

技術革新・研究開発の失敗

M&Aリスク

品質リスク

コンプライアンスリスク

リスクマップ（2025年アセスメント実施）

2025年は全社グループのリスクアセスメントを行いました。E-Vision2035のありたい姿・

E-Plan2028の戦略を踏まえて、前回のリスク目録に加え、ISO26000やGRIスタンダード

などの外部基準を参照し、当社グループの事業運営に関連する約110項目のリスクを整理し

ました。影響度・発生可能性・対策状況を評価した上で、全執行役及び各企画部門責任者へ

のアンケート・ヒアリングを実施し、グループ重要リスク10項目を特定しました。これに基

づき、主管部門や報告先会議体を含むリスク対応体制を再整備し、RMPに報告しています。

グループ重要リスクの特定

リスク対応の高度化

議長

代表執行役社長 CRO、全執行役

メンバー

取締役会

リスクマネジメントパネル（RMP）

報告 監督

カンパニー・
リスクマネジメント委員会（RMC）

報告・上申 指導・支援

委員長

カンパニー
プレジデント

カンパニープレジデント
が任命した者

メンバー

Web参照「リスクガバナンス」

► Web参照「リスクガバナンス」リスクマネジメント体制図（抜粋版）

荏原グループの健全な存続と発展を阻むあらゆるリスクを最小化するために、リスクを

体系的に把握・評価し、最小化するための対応策を講じています。また、グループを横断

するリスク対応体制を構築しています。

リスクマネジメント組織体制の強化

リスクマネジメント

https://www.ebara.com/content/dam/ebara/grand-masters/entities/ja/pdf/ir/library/financial-highlights/financial_report_161.pdf
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/governance/risk-management/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/governance/risk-management/
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E-Plan2025期間において、海外を含むグループ全体の安全目標を掲げ、事業部門が主体

となり安全衛生活動を推進してきました。その結果、2025年の全災害度数率（TRIR）は目標

を達成しました。休業災害度数率（LTIR）についても、目標に掲げたゼロには至らなかった

ものの、2022年比で約6割削減という大幅な削減を実現し、重大災害ゼロとなりました。

発生した事故労災に対しては、各所の安全衛生委員会での審議に加え、全社の安全衛生

推進協議会や経営層が参画する安全推進プロジェクトを通じて、組織横断的な再発防止と

監督を徹底しています。

2026年新設のグローバルEHS推進部のもと、コーポレート、カンパニー、事業所、現場が

一丸となり、安全で持続可能な職場環境の実現と労働災害の撲滅を強力に推進します。

安全で持続可能な職場環境の実現と労働災害の撲滅

近年の猛暑を受け、2025年に熱中症対策の指針を策定し、同年は重篤な熱中症事例の発生

を防ぐことができました。さらに働く人の高齢化に鑑み、2026年には「エイジフレンドリー

な職場づくり」に向けた新たな指針を全グループへ展開しました。誰もが健康に、意欲と能

力を最大限発揮できる持続可能かつ安全で働きやすい環境づくりを強力に推進します。

熱中症・高齢化への対策強化

環境方針（要旨） 情報開示の場所

1 脱炭素社会の構築に貢献

2 循環型社会の構築に貢献

3 自然共生社会の構築に貢献

4
積極的な情報開示及び
コミュニケーションの実践

5 環境パフォーマンスの継続的な改善

6 法令・基準の遵守、社会からの要請への対応
Web参照「環境データ」

► Web参照「環境データ」

Web参照「環境データ」

► Web参照「環境データ」

Web参照「ステークホルダーとの関係」

► Web参照「ステークホルダーとの関係」

Web参照「環境マネジメント」

► Web参照「環境マネジメント」

Web参照「環境マネジメント」

► Web参照「環境マネジメント」

► P13（脱炭素社会）

環境方針に沿った活動

再資源化可能な状態での排出を推進することで、省資源・資源循環を踏まえた「ものづく

り」を実践していきます。さらに、ライフサイクルを通じて水をはじめとする自然資本との

関わりを意識し、水リスクの把握や適切な排水管理、地域と連携した保全活動などを通じて、

生物多様性の保全と自然再興に貢献する事業活動を展開しています。

当社グループは、水と空気と環境の分野で優れた技術、製品や最良のサービスを提供する

ことにより、世界の国々の持続可能な発展と地球環境の改善、安心・安全で豊かな社会の

実現を目指して、環境方針に沿った活動を行っています。

自社のみならずバリューチェーン全体での温室効果ガス排出削減に取り組み、再生可能エ

ネルギーの活用を最大化することで、脱炭素に向けた事業活動を加速させています。また、

資源・エネルギーの効率的使用と廃棄物の発生抑制を徹底し、廃棄物から有価物への転換や

循環型社会・自然再興への貢献

環境 衛生 安全

共通のマネジメント基盤

コミットメント
（方針決定とリソースの投入）

リスクアセスメント
（潜在リスクの特定と排除）

法令遵守
（法令の網羅的管理）

教育
（安全・環境文化の醸成）

点検・監査
（客観的評価と不備是正）

PDCAサイクル
（継続的な改善）

E H S

荏原グループEHSマネジメント体系

当社グループのサステナビリティ経営において、EHS推進はCSR方針を実践するための

基盤です。グローバルで事業を展開する上では、国連グローバル・コンパクト、RBA行動

規範、EcoVadisなどの国際的なイニシアチブが定めるEHS基準への準拠が不可欠と考え、

EHSを統合的に推進する組織体制を新たに構築しました。

この統合の背景には、環境・安全衛生における管理アプローチの共通化という目的があ

ります。高所、重量物や化学物質など、危険源そのものは多岐にわたりますが、「潜在的

なリスクを特定し、防護策を講じる」という管理の仕組みは共通です。さらに、一元管理

をすることにより、例えば化学物質管理において「環境汚染」と「労働安全」で担当が分

かれることで生じがちな管理の盲点を埋め、重複する業務の効率化を図ります。専門的な

知見を統合し、1つの事象を多角的な視点で管理することで、リスクの見落としや法規制対

応の抜け漏れを排除し、グループ全体のEHS基盤をより強固なものにします。

EHS（Environment, Health & Safety）の推進

リスクマネジメント

https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/environment/environmental-data/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/environment/environmental-data/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/think/stakeholders/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/environment/environmental-management/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/environment/environmental-management/
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グローバルホットライン以外
の相談窓口

活動内容

責任ある企業行動に関する
通報窓口

すべてのステークホルダーから事業活動に伴う人権その他

責任ある企業行動に関する具体的な懸念やリスクに関す

る情報を受け付けています。

ビジネスと人権に関する
通報窓口

すべてのステークホルダーから、ビジネスと人権に関する

苦情を受け付けています。通報窓口の運営は、一般社団

法人ビジネスと人権対話救済機構（JaCER）に委託して

います。

サプライヤホットライン
当社グループの取引先から、当社の法令規則違反、行動

基準に違反する行為についての通報を受け付けています。

独占禁止法に関する通報窓口
当社及び国内グループ会社の役職員等から独占禁止法に

関する相談を受け付けています。相談窓口は外部法律事

務所に委託しています。

求職者等ホットライン
求職者等から労働施策総合推進法において求められる

セクシャルハラスメントに関する通報を受け付けています。

(1) グローバルホットライン

役員、従業員とその家族、当社グループ内で就労している派遣社員、フリーランスの

相談窓口として、グローバルホットラインを設置しています。2026年3月31日時点で34

か国78社の役職員等が利用可能です。

グローバルホットラインで受け付けた相談のうち重大な法令違反及び経営層による不

正に関する相談については本社（荏原製作所）の内部統制・コンプライアンス部が対応

し、その他の内容については本社の各カンパニーの管理部門が対応を進めています。い

ずれの相談であっても、すべて監査委員会に共有された上で、荏原グループの企業倫理責

任者である執行役 CROへ報告され、CROの指示のもと、適切な対応が行われます。

(2) その他のコンプライアンス相談に関する窓口

当社グループでは、役職員等以外からの各種ステークホルダーからコンプライアンス

相談を受け付ける窓口を次のとおり設置しています。

取締役会

通報・相談

法務部コンプライアンス部門
各カンパニーと連携

CRO

報告

*

各
種
窓
口

サステナビリティ委員会

監査委員会（ヘルプライン）

監督・指示

フィードバック

*一般の取引先・顧客向け窓口は別途設置

通報

従業員等、退職者、フリーランス
⚫匿名通報可能
⚫通報を理由とした不利益取扱い禁止
⚫プライバシー保護、秘匿性を配慮した対応

独占禁止法
社外窓口

グローバルホットライン
（17言語対応・24時間365日受付）

グループ会社
内部通報窓口

報告監督・指示

報告監督・指示

報告監督・指示

報告監督・指示

荏原グループ役職員等向けコンプライアンス相談体制

コンプライアンス相談窓口対応などを通じて、様々なリスク情報を可及的速やかに把握し、

被害の発生・拡大防止に向けた予防と、自浄作用による違法行為の是正に取り組んでいます。

コンプライアンス相談体制

Web参照「荏原グループ・コンプライアンス体制」

► Web参照「荏原グループ・コンプライアンス体制」

ステークホルダーから信頼される良き企業市民であるために、荏原グループの全従業

員が「荏原らしさ」及び行動基準を共通のアイデンティティと価値観として共有し、法

令遵守を基本として、社内規程、社会規範、常識・良識を含めて誠実に実践することを

方針としています。

コンプライアンスの推進

リスクマネジメント

https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/governance/compliance/
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Web参照「人権の尊重」

► Web参照「人権の尊重」

当社グループは、外部有識者との対話を通じて、ビジネスと人権を巡る外部環境につ

いて情報提供いただくとともに、企業としての課題について意見交換を行っています。

2025年は、人権課題やその国際動向に精通する弁護士を人権委員会に招き、企業の人

権DDやサプライチェーンの課題、欧州のサステナビリティ開示・DD規制、紛争地域や

AI導入が人権に及ぼす影響など最新の課題について知見を深めました。

その上で、国連の「指導原則」に基づくリスク特定と改善の重要性、そして人権の取

り組みを形式的なものにせず、すべての役職員が実感をもって理解し、組織文化として

根付かせる体制づくりの必要性を再確認しました。引き続き、こうした知見を人権DD

の各プロセスに反映し、取り組みの実効性を高めていきます。

外部との対話

当社グループは、役員・従業員とその家族、当社グループで就労する派遣社員やフリー

ランスからの人権に関する苦情・相談を受け付ける窓口として、グローバルホットライン

を設置しています。2026年3月31日時点で34か国78社の役職員等が利用可能で、17言語に

対応し、職場のレポートラインでは把握しにくいリスクの早期発見につなげています。

また、2025年12月には取引先向けのサプライヤホットラインを設置し、当社及びグルー

プ各社のサプライヤからの相談を受け付け、対応しています。さらに、2024年4月に一般

社団法人ビジネスと人権対話救済機構（JaCER）に加盟し、すべてのステークホルダーが

同機構の「対話救済プラットフォーム」を通じて通報を行うことが可能となりました。

寄せられた苦情・相談については、コンプライアンス部門が関係部門と連携して対応し

ています。2026年3月31日時点において各窓口における人権に関する通報はありませんで

した。今後、人権に関する通報があった際は、真摯に対応してまいります。

グリーバンスメカニズム

さらに、調査対象となった全組織がターゲットを上回り、全社的に良好な水準を達成し

ました。今後は、スコア変動の大きい組織に対する要因分析や改善プロセスのヒアリン

グを強化し、得られたベストプラクティスを全社展開することで、グループ全体の人権

尊重文化の更なる高度化を目指します。

2024年の調査では4組織がターゲットを下回りましたが、アクションプラン実施により、

2025年には当該全組織においてスコアが改善し、ターゲットを上回る成果となりました。

取り組みの実績と今後の展望

サーベイの結果、スコアがグローバル水準であるターゲットスコアを下回った組織に

対しては、以下のサイクルで着実な改善を促しています。

1. 改善計画の策定 対象組織が年間の「人権アクションプラン」を立案

2. モニタリング 人権委員会による中間・期末ヒアリング

3. 効果検証 翌年のサーベイ結果との比較による追跡調査

是正・改善：人権アクションプランを通じたPDCA

人権リスクの早期把握と客観的評価のため、外部機関の「グローバルエンゲージメン

トサーベイ」を活用しています。職場の公正性、ハラスメント・差別、多様性の尊重、

安全衛生など人権関連項目の回答を抽出・分析し、全グローバル従業員を対象に組織単

位（カンパニー、子会社、部門など）で評価しています。

調査・分析：外部指標を用いた客観的な現状把握

人権デュー・ディリジェンス（人権DD）のプロセスに則って、自社グループの従業員

及び取引先に対する人権DDを行っています。

当社グループでは、人権委員会と人事部門が密接に連携し、グローバルで働く全従業

員を対象とした人権デュー・ディリジェンスを毎年実施しています。

►P65（サプライヤとの価値共創）

人権デュー・ディリジェンス

Web参照「人権に関する体制」

► Web参照「人権に関する体制」
Web参照「荏原グループ人権方針」

► Web参照「荏原グループ人権方針」

荏原グループは、世界人権宣言の「すべての人間は、生まれながらにして尊厳と権利につ

いて平等である」との規定に基づき、「荏原グループ人権方針」を定め、社内外に公表して

います。荏原グループ人権方針は、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び

権利に関する宣言」と国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」を尊重しています。

人権への基本的な考え方

人権の尊重

https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/social/respect/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/social/respect/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/social/respect/
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Web参照「サプライチェーンマネジメント」

► Web参照「サプライチェーンマネジメント」

2026年施行の取引適正化関連法制の趣旨を踏まえ、公正・公平な取引の実現に取り

組んでいます。注文書などの書類交付義務の適正な履行や支払条件の適正な運用を徹底し、

管理体制の強化を図るとともに、フリーランスを含む取引先が尊重される就業環境の整

備を進めています。

取引適正化関連法制への対応

当社グループでは、全体最適の実現を目指し、国内外の各事業で分散して行われてい

る調達活動の可視化と標準化を推進しています。共通プラットフォームを構築すること

で各事業の調達状況や課題を共有し、グローバル視点で調達ガバナンスを強化すること

によってリスク低減を図り、先行き不透明な時代を生き抜くための強靭かつ持続可能な

調達体制の構築を進めています。

グローバル調達体制の全体最適化

グローバルでの調達体制構築

2026年3月現在、先行して対話を進めている国内サプライヤのCSR調達要件適合率は

65.5％となりました。当社基準への適合は、法令遵守やブランド価値の維持にとどまらず、

サプライチェーン全体での人権尊重と持続可能性の確保に不可欠であると考えています。

今後は、未回答サプライヤへの働きかけを継続するとともに、CSRの取り組み方に関す

るコンテンツの継続的な提供や、国内外のサプライヤに対する訪問対話などの改善活動

を共に進めることで、E-Plan2028 の目標達成を目指します。

CSR調達調査結果の活用と今後の取り組み

*適合率：基準値以上の回答、または対話等を通じて当社基準を満たしたと確認できたサプライヤの割合

調査対象社数
1,879 社（国内936社、海外943社）

（直接材における一次サプライヤのうち、2024年発注金額上位95％）

回答社数 1,579 社（国内877社、海外702社、国内外の回収率：84％）

国内適合率* 65.5％（613 社）

2026年3月時点のCSR調達調査状況

E-Plan2028の非財務目標として「重要サプライヤにおけるCSR調達要件適合率75％

（2028年）」を掲げています。

CSR調達調査では、児童労働・強制労働・差別の防止、適正な労働環境の維持など、

人権を含むCSRに関する取り組み状況を確認し、人権に関する項目は人権デュー・ディリ

ジェンスの一環として実施しています。基準値以上の回答、または対話を通じて当社

基準を満たしたと確認できたサプライヤを「適合」としています。

サプライチェーンマネジメントに関する指標と目標

Web参照「荏原グリーン調達ガイドライン」

► Web参照「荏原グリーン調達ガイドライン」

Web参照「荏原CSR調達ガイドライン」

► Web参照「荏原CSR調達ガイドライン」
Web参照「調達方針」

► Web参照「調達方針」

当社グループのサプライチェーンは、5つの事業の技術特性・市場特性に応じて構成

されており、国内外の多様なサプライヤとの協働によって成り立っています。事業ごと

に調達構造は異なるものの、全社共通の「調達方針」「荏原CSR調達ガイドライン」

「荏原グリーン調達ガイドライン」を適用することで、サプライチェーン全体の透明性

と持続可能性の向上とリスクの低減を図っています。

当社グループは、サプライチェーン全体におけるCSR活動の取り組み状況を確認する

ため、主要サプライヤを対象にCSR調達調査を実施しています。本調査では、CSR調達

ガイドラインに基づき、人権デュー・ディリジェンスを含む人権尊重の取り組み状況や、

その理解・実装状況を確認しています。

サプライチェーンマネジメントの全体像

「荏原グループの企業理念の枠組み」に従い、以下の調達方針のもとに取引先（製品

材料、資材、役務の調達先）とのパートナーシップを築き、公正な取引を行います。

グループ従業員だけでなく取引先とも協力し当社が関わるサプライチェーン全体で責

任を果たすことを目的として、調達方針を定めています。取引先には荏原CSR調達ガイ

ドラインを展開し、公正公平な事業活動を進めています。

サプライチェーンマネジメントの考え方

サプライヤとの価値共創

https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/social/supply-chain/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/environment/environmental-management/#%E7%92%B0%E5%A2%83%E8%B2%A0%E8%8D%B7%E4%BD%8E%E6%B8%9B%E3%81%AB%E5%90%91%E3%81%91%E3%81%9F%E6%88%A6%E7%95%A5%E2%80%95%E8%87%AA%E7%84%B6%E5%85%B1%E7%94%9F%E7%A4%BE%E4%BC%9A%E3%81%AE%E6%A7%8B%E7%AF%89%E3%81%AB%E8%B2%A2%E7%8C%AE
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/social/supply-chain/#%E8%8D%8F%E5%8E%9Fcsr%E8%AA%BF%E9%81%94%E3%82%AC%E3%82%A4%E3%83%89%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%B3
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/social/supply-chain/
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Web参照「荏原グループのカーボンニュートラル」

► Web参照「荏原グループのカーボンニュートラル」
Web参照「気候関連開示」

► Web参照「気候関連開示」

*1. Scope1,2及びScope3の2030年
目標は、科学的根拠に基づいた
短期目標としてSBTi (WWF、
CDP、世界資源研究所 [WRI]、
国連グローバル・コンパクトに
よる共同イニシアティブ）から
の認定を取得

*2. 2025年実績値は2026年6月時点
の暫定値。確定値は後日Webサ
イトで公表予定
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■ カテゴリ11

■ その他カテゴリ

■ 目標値

（百万t-CO2）

G
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G
排
出
量

実績 目標

カーボン
ニュートラル

達成

カテゴリ11について

2021年比 25%削減*1（暫定）

Scope3 GHG排出量*2

当社グループの排出の9割以上を占めるScope3のカテゴリ11（製品使用時）の削減が

重要だと考えています。2030年に2021年比25%を削減する目標を設定しています。製品

の高効率化に加え、顧客との連携による削減にも取り組みます。あわせて、カテゴリ11

以外のScope3についてもサプライヤとの協働を進めるなど、削減に取り組みます。

バリューチェーン（Scope1,2を除く）から排出するGHGの削減
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出
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Scope1,2 GHG排出量

Scope1,2では、2030年に2018年比55%削減を目指し、2025年には目標の32%削減に

対して46%削減を達成しました。大型ボイラを使用している製造拠点に小型ボイラを追加

導入して効率的運用を図ったことや、荏原環境プラントから低GHG排出係数の電力を継続

的に供給したこと等が要因です。2030年の目標達成に向けて今後は、生産拠点の省エネル

ギーの更なる推進、製品試験などで使用する代替フロンの低温暖化係数ガスへの転換を

着実に進めます。また、インターナルカーボンプライシング（17,000円/t-CO2）を設備

投資や再生可能エネルギーの調達判断に使用しています。

当社グループの事業活動（Scope1,2）によるGHG排出の削減

バリューチェーンにおけるGHG削減目標（Scope1,2,3）

► P75（取締役会における主な審議の内容）

概要 環境に関する主な議題（2025年）

サステナビリティ
委員会

3月、6月、9月、12月に開催。

すべての会で気候関連の議題

を設定。

審議内容をサステナビリティ

委員会後に開催される直近の

取締役会へ報告する。

⚫カーボンニュートラル推進に関する審議

（ICPの検討を含む）

⚫気候関連情報開示に関する審議

⚫GHG削減貢献量、Scope1,2,3に関する審議

⚫水・廃棄物に対する目標設定と環境マネジ

メントに関する審議

環境関連審議・報告事項

構成 ：全執行役
陪席可 ：全取締役
アドバイザー：社外有識者

サステナビリティ委員会

リスクマネジメントパネル

構成 ：全執行役
陪席可 ：全取締役

（監督）

選任

経営会議

構成：全執行役

経営計画委員会

構成：全執行役

代表執行役社長（議長／委員長）

取締役会（議長：独立社外取締役）

経営課題行動計画モニタリング会議

構成：全執行役

審議・報告

報告
監督

（業務執行）

中央安全
衛生委員会

荏原グループ
人権委員会

報告指示

報告指示

サステナビリティガバナンス体制図

当社グループは、取締役会とサステナビリティ委員会を中心としたガバナンス体制のもと、

監督と業務執行の両面からサステナビリティ経営の実効性を確保し、推進しています。気候

関連の取り組みはこのガバナンス体制により推進しています。取締役会は、気候変動の影響

をはじめとするサステナビリティ関連トピックを年間の議題に組み込み、定期的に様々な視

点から議論を行い、その結果を代表執行役社長が委員長を務めるサステナビリティ委員会へ

フィードバックします。当社グループが脱炭素社会への移行や気候変動に伴う水害リスクへ

の適応などに関わる事業を推進し、サステナブルな社会・環境の構築に寄与し、企業価値を

継続的に向上させていくための議論を行っています。

気候関連のガバナンス

気候関連への対応

https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/environment/carbon-neutrality/
https://www.ebara.com/jp-ja/sustainability/think/tcfd/



